
　最低売却単価

円

　接面道路の幅員

　及び構造

都市計画区域

用途地域

建ぺい率 60 ％ ％

その他

　私道の負担等に 私道負担の有無 無

　関する事項 道路後退の有無 無

電気

上水道

下水道

都市ガス

中間小学校まで約850m、中間中学校まで約2.6ｋm

JR筑豊本線 中間駅まで約1.1ｋm

物　件　調　書 

　物件番号　１

8,460 円/㎡

約3,550坪 坪当たり約 27,967

土地の所在地（地番） 現況地目 登記地目 地積(㎡）

中間市中鶴三丁目1660番3 宅地 宅地 11,735.81

市街化区域（1,000㎡を超える開発行為は中間市、福岡県と協議が必要）

第１種中高層住居専用地域

容積率 200

建築基準法第22条（不燃屋根）の指定区域、　　　　　　　　　　
景観計画区域、宅地造成等工事規制区域

引込可 九州電力送配電（株） 0800-777-9401

引込可 中間市上水道課 093-246-6263

引込可 中間市下水道課 093-246-6256

未整備

教育機関

交通機関

公共施設 中間市役所まで約1.9km

  【開発条件付】

四方路地：　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
・西側：幅員約8.5ｍ(車道約6.5ｍ、両側歩道約1ｍ)の舗装市道に接道　　　　　　　　　　　　　　　
・北東側：幅員約６ｍの舗装市道に接道　　　　　　　　　　　　　　　　　　
・北側幅員約６ｍの舗装市道に接道　　　　　　　　　　　　　　　　　　
・南側幅員約4～6ｍの舗装市道に接道　　　　　　　　　　　　
間口：約100ｍ　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
奥行：約80～100ｍ（中庸値約95ｍ）　　
形状：不整形地
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供給処理施設の状況
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＜売却物件＞

１．本物件調書及び図面と現況とが異なる場合には現況を優先します。

２．電気・上下水道・ガス等の引き込み、その他売却物件を使用するために必要な手続き及び

費用は買受者負担となります。詳細については、関係企業者及び関係行政機関にご確認く

ださい。ただし、電柱の移設については、買受者と協議をして、市が移設をします。電柱

の移設に関する工事内容によっては、移設工事に長期間を要する可能性があります。

３．売却物件は、市営住宅跡地であり、既設杭が存在しています。また、地下埋設物等が存在

していても市では撤去いたしません。残存物については買受人の責任において関係法令を

遵守の上、適切に処理してください。

４．売却物件は、土壌汚染調査、地下埋設物調査、地盤調査を行っていません。所有権移転後

に土壌汚染、地盤沈下、地下埋設物等が発見されても市は一切の責任を負いません。

５．売却物件は、上水道管が引き込み可能です。上水道管の口径及び口径別納付金について、

詳しくは、中間市上水道課（TEL：093-246-6263）へお問い合わせください。

６．売却物件は、下水道が供用されています。また、下水道受益者負担金を納付済みです。た

だし、土地利用計画によっては、汚水桝の設置が必要となる場合があります。詳しくは、

中間市下水道課（TEL：093-246-6256）へお問い合わせください。

７．売却物件は、中間市ハザードマップ上、浸水深 0.5～3.0 未満の洪水浸水想定区域に該当し

ます。また、浸水深 0.5～1.0 未満（一部約 1.0～3.0 未満）の高潮浸水想定区域に該当し

ます。なお、土砂災害警戒区域には該当していません。

８. 当該地の使用にあたり、建築基準法等の各種法令や規制などを買受者自身でご確認のうえ、

これらを遵守してください。

９. 売却物件の用途地域による建築物の用途制限については、北九州土木整備事務所建築指導

課建築審査係（TEL：093-691-4585）へお問い合わせください。

１０．開発される際には、事前に中間市都市計画課との協議、福岡県開発・盛土指導課の許可

が必要です。

１１. 市営住宅の既設杭や地積測量図等の各種図面は中間市公共施設管理課にて閲覧すること

ができます。



＜開発条件＞

１．当該地の一部は、生活支援施設の用に供しなければなりません。なお、各施設の整備等に

ついては落札者の負担と責任により、それぞれの許認可権者等と協議してください。また、

次の各号を遵守してください。

(1)土地の引渡しの日から２年を経過する日までに、生活支援施設の建設工事に着手しなけ

ればなりません。また、令和１４年３月３１日までに生活支援施設の建設工事を完了さ

せ、生活支援施設の運営を開始しなければなりません。建設工事開始したとき及び生活支

援施設運営開始したときはそれぞれ２週間以内に書面をもって本市に建設工事開始及び生

活支援施設の運営開始を報告しなければなりません。ただし、天災等のやむを得ない理由

により、建設工事着手又は生活支援施設の運営開始が延期される場合で、その旨につい

て、書面により本市の事前承認を得る場合はこの限りではなく承認された期限を遵守しな

ければなりません。

(2)生活支援施設を運営開始した日の翌日から10年間は、生活支援施設の用に供しなければ

なりません。

２．売買物件を暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律第２条第２号に規定する暴力

団の事務所又はその他これに類するものの用途に供してはなりません。これらの用途に供さ

れることを知りながら売買物件の所有権を第三者に移転し又は売買物件を第三者に貸すこと

はできません。

３．公害等の防止

電波障害、騒音、風害及び日照阻害等の防止並びに売買物件に流入している雨水排水等の

対策に留意するとともに、自らの責任において必要な措置を講じなければなりません。

４．地元協議等

(1)関係機関及び近隣住民等地元関係者との協議、調整等が必要な場合は、自らの責任で行わ

なければなりません。

(2)十分な注意をもって売買物件を管理し、近隣住民その他第三者との紛争が生じないよう

留意してください。



位置図
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中鶴３丁目

歩道3ｍ整備予定

（2ｍ拡幅予定）

歩道3ｍ整備予定

歩道3ｍ整備予定

【凡例】

　　　　中鶴三丁目1660番3の境界　　　　　　　　　

　　　　

　　　　市の歩道整備等予定線
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現場写真



③

④
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現場写真


